
「ふくしま産業復興雇用支援助成金」（雇入費） 

（令和 8 年度募集分） 
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※ 本助成金の申請事業主は、支給要綱を確認の上、支給申請の手引きに沿って手続きを行ってください。 
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【申請受付期間】 

令和 8 年 8 月 3 日（月）から令和 8 年１２月１１日（金）まで（当日消印有効） 
※ 応募状況によっては早めに募集を締め切る場合があります。 

 

【提出先・問い合わせ先】 

住   所 ： 〒960-8035 

福島県福島市本町 5-5 福島本町フコク生命ビル 5F 

宛   先 ： ふくしま産業復興雇用支援事業事務センター 宛  

電話番号 ： 024-573-9821 

受付時間 ： 午前 9 時～１２時、午後 1 時～5 時（平日のみ、年末年始期間を除く） 

申請書類は、書留又は宅配便等の配達記録が残る方法で提出してください。なお、申請に係る経費は全て申請事業主の

負担とします。料金不足の場合は、受領することができず、そのまま返送となりますので、注意してください。 

 

 

 

 

 

 

【助成金の勧誘に関する注意喚起】 

県や委託事業者において、申請前のお電話での事前診断は行っておりません。また、本助成金の診断を民間企業等に委

託している事実はなく、このような活動をしている民間企業等と一切関係ありませんので、注意してください。 
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1-1 概要 

東日本大震災の被災地域である県内全域の安定的な雇用の創出及び地域の中核となる産業や経済の活性化

に資する雇用の創出を図り、産業政策と一体となった雇用面からの支援により、被災求職者の生活の安定と

県内の復興を支えるため、「ふくしま産業復興雇用支援助成金（雇入費）支給要綱」に基づき、被災求職者

の雇入れに係る費用に対して、助成金を支給します。 

 

 

1-２ 支給までの流れ 

本助成金は、全ての要件を満たした事業所が申請することができます。審査の結果、支給決定を受けた事

業所のみ、対象労働者の雇用実績に基づき助成金を支給する仕組みになっています。支給対象期間は雇入れ

日から３年間とし、３回から４回に分けて実績報告の提出が必要です。なお、本助成金の支給は一括ではあ

りません。各回の実績報告確認後、支給となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 申請事業主へのお願い 

・会計検査院による会計検査など国や県による検査・調査を実施することがあり、申請事業主は当該検査

等に協力する義務があります。 

・支給決定されても、実績報告の内容によっては実際の支給額が減額又はゼロとなるケースもあります。 

・支給申請書類等を、当該事業の完了した日の属する会計年度の翌年から起算して５年間保存してくださ

い。 

・公正・中立性の観点から申請前の個別案件について事前診断を含む支給決定の可否をお答えいたしかね

ます。支給決定の可否については申請後に書類をみて判断いたしますので、あらかじめご了承くださ

い。 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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R６年度又はR７年度に支給決定を受けた

対象労働者の中で、最も早い雇入れ日から

２年以内に労働者を雇入れている

（Ｐ５特例① 参照）

特例①（２年ルール）

過去に受給した当該支給対象期間が終了し、

その際に認定を受けた産業政策を

再度実施している

（Ｐ６特例② 参照）

特例②（復活ルール）

申

請

不

可

NO

NO

NO

NO

NO

NO

NO

福島県内に事業所がある中小企業

又は中小企業に準ずる事業所である

※被災15市町村の事業所は大企業も可

（Ｐ３（２）ア 参照）

H23.３.11以降、対象の産業政策

（補助金又は融資等）を受け

その資金で設備投資をしている

（Ｐ４（２）イ 参照）

産業政策を実施した事業所で

R７.12.13以降に労働者を雇入れた

（Ｐ７（３）参照）

過去に本助成金を受給したことがある

（Ｐ４（２）ウ 参照）

◎労働者は期間の定めのない雇用又は１年以上の有期雇用（更新可能）である

◎労働者は雇用保険に加入している

◎雇入れに際し、労働関係法令を遵守している

（Ｐ７（３）、Ｐ39参照）

労働者はＨ23.３.11時点で福島県に居住又は在勤しており、かつ雇入れ日の

前日が失業状態であった被災求職者である

（Ｐ７（３）ア 参照）

申請できる可能性があるため、３～13ページの要件を確認してください。

YES

YES

YESNO

YES

YES

YES

YES

YES

 

 

１-4 申請可否フローチャート 

申請可否について、下記のフローチャートにより確認してください。フローチャートの結果「申請不可」

の場合は、申請いただいても対象外となり、取下げ書の提出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 助成金の概要及び要件 
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1-5 要件 

本助成金は３ページ（２）の要件を満たした事業所が、７ページ（３）の要件を満たした労働者を雇用し

た場合に申請することができます。 

 

（1） 申請事業主の要件 

・雇用保険法（昭和 49年法律第 116号）第７条に規定する適用事業を厚生労働大臣に届出した者。（個人

事業主も含む。） 

 

（2） 助成対象事業所の要件 

・福島県内の一定の場所（１区画）で単一の経営主体のもと経済活動を行い、従業員と設備を有して、物

の生産や販売等を継続的に実施していること。また、以下ア～ウ全ての要件を満たす事業所であるこ

と。 

ア 福島県内に立地している事業所 

ただし、助成対象事業所の所在地により、要件が下記のとおり異なります。 

所在地 要件 

Ａ 被災１５市町村 
いわき市、相馬市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、川内村 、 

大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、新地町及び飯舘村に所在する原則全ての事業所 

B 上記以外の事業所 

中小企業又は中小企業に準ずる事業所(中小企業の定義による) 

営利企業のみならず、ＮＰＯや公益法人、任意団体も要件を満たしている場合、対象（地方

公共団及び特定地方独立行政法人は対象外） 

 

【中小企業の定義】 

総務省の日本標準産業分類による業種分類毎に、中小企業基本法の定義により判断します。詳しくは中小

企業庁のホームページを参照してください。 

業種分類 

（主たる事業） 

資本金の額又は出資の総額 ／ 常時使用する従業員の数 

（いずれかに該当する事業所） 

製造業、その他（下記を除く） 3 億円以下 ３００人以下 

卸売業 1 億円以下 １００人以下 

小売業（飲食店を含む） 5 千万円以下 ５０人以下 

サービス業 5 千万円以下 １００人以下 

※１ 複数の業種を持つ場合は、「主たる事業」に該当する業種分類で判断します。 

※２ 「みなし大企業（大企業の親会社から一定の出資を受けているなど）」も上記の表の基準を満たして

いる場合は、該当となります。 

※３ 医療法人、福祉（介護、学童等）は「サービス業」、ＮＰＯ法人、公益法人、任意団体は「その他の

業種」に該当します。 

  

１ 助成金の概要及び要件 

 



4 

 

 

イ 平成２３年 3 月１１日以降に県指定の事業で補助金又は融資等の採択を受け、その資金で設備投資を行

った事業所 

事業の選定基準は下記のとおりです。（一部抜粋） 

 支給要綱 対象事業所 

（１） 

第 4 条 

第 1 項 

第 1 号 

平成２３年 3 月１１日以降に新しい事業や地域の産業の中核となる事業を対象とした国又

は地方公共団体の補助金・融資、又は雇用のミスマッチが生じている分野に対する産業政

策による支援の対象となっている事業の採択を受けた事業所 

（対象事業は別途知事が定めるものに限る。） 

（２） 

第 4 条 

第 1 項 

第 2 号 

（１）以外の事業で、地域の地場産業として振興を行っている産業分野で相当数の雇用創出

が期待され、本助成金を支給することが「産業政策と一体となった雇用支援」と認められる

事業（別途知事が定めるものに限る。）を採択する事業所 

※１ 県指定の事業は、別紙「産業政策 対象事業一覧」を参照してください。 

※２ 複数の支店・施設等を所有する事業所において、助成対象事業所として申請する支店・施設等毎に産

業政策対象事業を実施している場合は、それぞれに申請できる可能性があります。 

 

 

ウ 本助成金を受給したことがない事業所 

原則として、令和８年度に初めて本助成金を申請する事業所が対象となります。 

ただし、同一年度内の場合は、複数回申請することができます。複数回申請する場合は、再度必要書類一

式を揃えて申請する必要があります。支給額の総額は１事業所につき 2,000万円を上限とします。 

 

（例）同一年度内で複数回申請する場合 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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A B C

雇入れ日

R6.4.1

雇入れ日

R6.5.1

雇入れ日

R6.7.1

R
8
年
度
申
請
し
た
い

R6年度支給決定

R7.12.13～R8.3.31 までに

雇入れた労働者であれば申請可能 Aさんの雇入れ日から

2年を超えているため

申請不可

ED

雇入れ日

R7.12.13

雇入れ日

R8.2.1

雇入れ日

R7.12.1

雇入れ日

R8.5.1

R7.12.13より前の

雇入れのため申請不可

R8年度申請予定

R 8 . 3 . 3 1 ま で最 も 早 い 雇 入 れ 日 か ら 2 年 以 内

労働者 A 労働者 B 労働者 C 労働者 D 労働者 E 労働者 F

労働者 G

 

 

なお、令和７年度以前に本助成金を受給したことがある事業所は対象外ですが、以下の特例に該当する場

合に限り、申請することができます。 

 

 特例① （2 年ルール）  

次の全てに該当する場合は、申請することができます。 

（ア）令和６年度又は令和７年度に初めて支給決定を受けた助成対象事業所である。 

（イ）既に支給決定を受けた新規雇用の対象労働者の中で、最も早い雇入れ日から２年以内に雇入れた労

働者である。 

（ウ）令和７年 12月 13日～今回の申請締切日（令和８年 12月 11日）までに雇入れた労働者である。 

※ 支給額の上限は、令和６年度～令和８年度申請分の合計が 2,000万円です。 

 

（例１）令和６年度に初めて支給決定を受けた事業所 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（例２）令和７年度に初めて支給決定を受けた事業所 

 

 

 

 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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C再

度

申

請

し

た

い

R３年度支給決定

支

給

対

象

期

間

終

了

■助成対象事業所住所：○○市○○町

△-△

■産業政策：ふくしま産業育成資金

支 給 対 象 期 間

R６.3.31
雇入れ日
R３.4.1

R６.8.31
雇入れ日
R３.9.1

■助成対象事業所住所：○○市○○町

△-△

■産業政策：ふくしま産業育成資金

■申請日：R８.9.1

(ア)助成対象事業所住所が【過去】と同一

(イ)産業政策の対象事業が同一

(ウ)支給対象期間が終了している

上記要件を満たしているため申請可能

■助成対象事業所住所：△△村□-□

■産業政策：ふくしま産業育成資金

■申請日：R８.9.1

(ア)助成対象事業所住所が【過去】と

相違しているため特例②適用外
※本助成金を受給したことがない場合、

申請できる可能性があります。

(イ)産業政策の対象事業が同一

(ウ)支給対象期間が終了している

■助成対象事業所住所：○○市○○町

△-△

■産業政策：福島県起業家支援保証

■申請日：R８.9.1

(ア)助成対象事業所住所が【過去】と同一

(イ)産業政策の対象事業が過去の申請と

相違しているため申請不可

(ウ)支給対象期間が終了している

 

 

 特例② （復活ルール）  

過去に本助成金を受給したことがある助成対象事業所（以下【過去】という。）と、今年度申請する助成

対象事業所（以下【今年度】という。）において、次の全てに該当する場合は、申請することができます。

なお、支給額の上限算定に、【過去】の支給実績は含まれません。 

 

（ア）【過去】と【今年度】の助成対象事業所住所が同一である。 

（イ）【過去】と同一の産業政策を再度実施している。ただし、別紙「産業政策 対象事業一覧」に記載の

ある事業に限る。 

（ウ）【過去】の支給対象期間が終了している。（※） 

 

※ 支給対象期間は、対象労働者毎に雇入れ日から３年間であり、この期間は、対象労働者が離職しても

原則変わりません。 

  なお、支給対象期間は過去に送付済みの「支給対象労働者の支給状況一覧」により、確認してくださ

い。 

 

（例１）令和３年度に支給決定を受けた事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（例２）令和５年度に支給決定を受けた事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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H23.3.11 
▼ 

雇入れ対象期間 採
択
日 

R7.4.1 
▼ 

 

R8.12.11 
▼ 

 

R7.12.13 
▼ 

 
対象外 対象外 対象外 

対 象 

■採択日以降の雇入れ 

■R7.12.13～R8.12.11 の間の雇入れ 

⇒R7.12.13～R8.12.11 に雇入れた労働者が対象  

 

 

 

 

■採択日以降の雇入れ 

■R7.12.13～R8.12.11 の間の雇入れ 

⇒R8.4.1～R8.12.11 に雇入れた労働者が対象 

H23.3.11 
▼ 

雇入れ対象期間 雇入れ対象期間 採
択
日 

R8.4.1 
▼ 

 

R8.12.11 
▼ 

 

R7.12.13 
▼ 

 
対象外 対象外 

対象外 対 象 

 

 

 

（３） 対象労働者の要件 

以下の要件を満たした者が対象労働者となります。ただし、役員は対象外です。 

ア 被災求職者 

 （ア）平成 23年３月 11日時点で、次のいずれかに該当する者。 

ａ．福島県（以下「被災地域」という。）に居住していた者 

ｂ．被災地域に所在する事業所に雇用されていた者 

ｃ．大学等に通学するため、被災地域以外に居住していた場合は、その扶養者が平成 23年３月 11日

時点で被災地域に居住していた者 

（イ）助成対象事業所に雇入れられる前日の状態について、次のいずれかに該当する者。 

ａ．助成対象事業所に雇入れられる前日が失業状態であった者 

※ 前職が有期雇用の期間満了による離職の場合は、雇入れられる前日が失業状態でなくても対象

となります。 

ｂ．令和８年３月卒業の新規卒業者（卒業予定者又は卒業後３年間職歴のない者。） 

イ 雇用条件 

 （ア）令和７年 12月 13日～令和８年 12月 11日までに雇入れた者。 

（イ）助成対象事業所で平成 23年３月 11日以降に実施した産業政策（補助金又は融資等）の採択日以

降（同日を含む）に雇入れた者。 

※１ 産業政策の採択日以降に雇入れし、その後、設備投資を実施している場合でも申請すること

ができます。 

※２ 採択日：補助金／対象事業の交付決定日、融資／融資の契約日、各支援事業／支援の開始日 

 

【参考】採択日と雇入れ日の相関性については、次のとおりです。 

・令和７年 12月 13日～令和８年 12月 11日に採択を受け、その後、労働者を雇入れる場合。 

（例）採択日：令和８年４月１日 

 

 

  

 

 

 

 

・平成 23年３月 11日～令和７年 12月 12日に採択を受け、その後、労働者を雇入れる場合。 

（例）採択日：令和７年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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 （ウ）雇用契約期間の定めについて、次のいずれかに該当する者。 

ａ．期間の定めのない雇用 

ｂ．単体で１年以上の有期雇用で、かつ契約の更新が可能なもの（※１、２） 

※１ １年未満の雇用契約であっても対象となる場合があります。詳しくは９ページ（３）ウ 雇

用区分を確認してください。 

※２ 「自動更新」であっても１年未満の契約を繰り返している場合は、対象外となります。 

（エ）令和７年 12月 13日～令和８年 12月 11日に雇用保険の一般被保険者又は高年齢被保険者（週 20

時間以上）の資格を取得した者。 

（オ）助成対象事業所を主な就業場所とする者。 

 

 

 

 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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ウ 雇用区分 

雇用区分及び雇用形態により、対象労働者１人当たりの支給額が異なります。（14ページ参照）審査の結

果、雇用区分や雇用形態が変更又は対象外となる場合があります。 

【申請にあたっての条件】 

・必ず１名以上の新規雇用者を申請し、再雇用者のみでの申請は不可。 

※ 新規雇用者１名につき再雇用者４名まで申請することができます。雇入れ数に占める再雇用者の割合

が８割以下となるよう申請してください。（申請毎に適用） 

 

【雇用契約の変更があった場合の取り扱い】 ※雇用契約書が複数枚ある場合 

（ア）試用期間がある場合 

新
規
雇
用 

・雇入れ当初から雇用保険に加入し、就業規則や雇用契約書等から試用期間と本契約が一体の契約で

あることが確認できる場合。（就業規則や雇用契約書等に「採用日から〇か月間を試用期間とする」

等の文言がある場合に限る。） 

再
雇
用 

・雇入れ当初から雇用保険に加入しているが、試用期間と本契約が一体の契約と確認できない場合、

又は試用期間とみなせない場合。 

 

（イ）当初の雇用契約期間が 1 年未満の場合 

新
規
雇
用 

 

・雇入れ当初から雇用保険に加入しているが、１年未満の雇用契約しか結べず、その後、無期又は１

年以上の有期雇用に更新する場合で、就業規則や雇用契約書等から社の規定や決算等の関係上やむ

を得ず期限を定めていることが確認できる場合。 

再
雇
用 

・雇入れ当初から雇用保険に加入しているが、１年未満の雇用契約しか結べず、その後、無期又は１

年以上の有期雇用に更新する場合で、就業規則や雇用契約書等から社の規定や決算等の関係で期限

を定めていることが確認できない場合又は特段の事情がない場合。 

 

（ウ）雇用契約期間の途中から雇用保険に加入した場合 

再
雇
用 

・雇入れ当初は雇用保険に加入せず、その後、雇用保険に加入した場合。 

 

  

新
規
雇
用 

・助成対象事業所で過去に直接的な雇用関係がない者。 

※ 派遣会社から派遣された労働者を直接雇用した場合は、新規雇用者となります。 

再
雇
用 

・雇入れた日の前日から過去３年間に雇用関係（出向、派遣、請負、アルバイト、事前研修等）があ

り、再び同一事業所に雇入れた者。 

１ 助成金の概要及び要件 
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エ 雇用形態 

本助成金における雇用形態は下記のとおりです。対象労働者の要件を満たしている場合は、パートやアル

バイト等を問わず申請することができます。 

助成対象事業所の部門、職種、労働者毎に１週間の所定労働時間が異なる場合は、就業規則等により判断

します。 

フ
ル
タ
イ
ム 

 

・１週間の所定労働時間が助成対象事業所の中で最も長い者。 

短
時
間 

・１週間の所定労働時間が、フルタイム労働者に比べて短い者。 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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1-6 注意事項 

（１） 助成対象事業所に関する注意事項 

ア 産業政策を実施した助成対象事業所が複数ある場合 

助成対象事業所（店舗）毎に申請が必要です。また、県指定の補助金又は融資等の採択を受け、実際に

設備投資等を行った事業所のみ対象となります。 

※ 原則として複数住所がある場合は、それぞれの事業所毎に申請してください。 

イ 個人事業主が法人成りした場合 

個人事業主の時に産業政策を実施し、法人化後に申請する場合は、次の（ア）～（ウ）全てに該当し、

事業所の同一性が認められる場合のみ対象となります。 

（ア）廃業・設立の手続きを適切に実施していること 

（イ）債権・債務の全てを引き継いでいること 

（ウ）産業政策による設備投資等を引き継いでいること 

ウ 対象外となる場合 

 （ア）補助金又は融資等の採択日が対象労働者の雇入れ日より後の場合。 

 （イ）「産業政策 対象事業一覧」について、次のいずれかに該当する場合。 

  ａ．東日本大震災の復興に関係のないもの 

  ｂ．設備資金が含まれていないもの（※１、２） 

※１ 資金の使途については、次の書類により判断します。 

①補助金：完了報告書・事業計画書・申請書・領収書等 

②融 資：貸借契約書の資金使途や信用保証協会の信用保証書の資金使途欄、購入済書

類（固定資産台帳、領収書等） 

※２ 融資の資金使途は「運転資金と設備資金」を併せて受けている場合にも申請することが

できます。 

（ウ）雇入費助成金の支給を申請する日から過去３年間に本助成金を含む各種助成金等の不正受給を

行ったことがある申請事業主、並びにふくしま産業復興雇用支援助成金（雇入費）支給要綱第

４条第１項第１号又は第２号において不正受給を行ったことがある申請事業主。 

（エ）福島県税に未納がある申請事業主。 

（オ）労働基準法、最低賃金法等の労働法令に違反し改善が見られない申請事業主。 

※ 雇用契約書の労働条件の明示や就業規則の作成等については、39ページの「労働条件チェック

シート」を参照してください。 

（カ）公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）により定める風俗営業など）を行う申

請事業主。 

 

 

  

１ 助成金の概要及び要件 
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（２） 対象労働者に関する注意事項 

ア 対象外となる場合 

 （ア）申請時点で離職している者又は定年を迎える者。 

（イ）支給決定日前に離職した者又は定年を迎えた者。 

※ 離職した旨を連絡の上、取下げ書を提出してください。 

（ウ）助成対象事業所が、補助金又は融資等の採択を受ける前に雇用した者。 

（エ）雇入れ日の前日が失業状態になかった者。（転籍又は転職により雇入れた労働者。） 

（オ）雇入れ当初１年未満の雇用契約で、令和８年 12月 11日より後に無期又は１年以上の有期雇用に

更新する予定であるが、就業規則や雇用契約書等の書面に「特段の事情がない限り、無期又は１

年以上の有期雇用に移行する」旨の記載がない者。(無期又は１年以上の有期雇用に更新した日

(雇入れ日)が令和８年 12月 11日より後となり、令和８年度の対象労働者ではなくなるため。) 

（カ）直接的な雇用関係がない派遣労働者。 

（キ）人件費について申請事業主に負担がない出向者。 

（ク）外国人技能実習制度による技能実習生。（実習期間終了後に帰国する前提のため。） 

（ケ）平成 23年 11月 20日以前から雇用関係があり、平成 23年 11月 21日以降に離職した者を再び雇

入れる場合。 

イ 定年を迎える場合 

支給決定後、支給対象期間中に定年を迎える者（定年退職後も引き続き雇用している者を含む。）は、定

年退職日までが支給対象となります。 

ウ 過去に解雇や雇止めがあった場合 

 

 

 

 

（ア）対象労働者の雇入れ日から過去２年間に、助成対象事業所において事業主都合により解雇（勧奨

退職等を含む。）又は雇止めした事実がある場合は、その人数に相当する対象労働者は対象外。

（以下「解雇枠労働者」という。） 

（イ）解雇枠労働者は、対象労働者の要件を満たした者より選定するため、対象労働者と同様の書類の

提出が必要。 

※１ 雇用保険被保険者資格喪失確認通知書の資格喪失理由が「３」の場合は、事業主都合離職と判

断します。 

※２ 一度解雇枠労働者として認められた場合は、それ以降の申請で対象労働者を解雇枠労働者に当

てはめることはありません。 

※３ 解雇枠労働者の選定は申請事業主が行います。解雇した労働者と対象労働者の雇用区分、雇用

形態が異なっている場合でも解雇枠労働者として選定可能です。 

【解雇枠労働者の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 助成金の概要及び要件 
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エ 併給に該当する場合 

国又は国が他の団体に委託して実施する各種助成金等を申請している者は対象外となります。併給に該

当する主な助成金は次のとおりですが、他にも併給できない助成金があるため、注意してください。 

 

【併給できない助成金の例】 

産業雇用安定助成金（産業連携人材確保等支援コース） 

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース） 

産業雇用安定助成金（事業再構築支援コース（経過措置）） 

早期再就職支援等助成金（旧 労働移動支援助成金及び中途採用等支援助成金）（雇入れ支援コース） 

早期再就職支援等助成金（旧 労働移動支援助成金及び中途採用等支援助成金）（中途採用拡大コース） 

早期再就職支援等助成金（旧 労働移動支援助成金及び中途採用等支援助成金）（ＵＩＪターンコース） 

特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース） 

特定求職者雇用開発助成金（生涯現役コース（経過措置）） 

特定求職者雇用開発助成金（被災者雇用開発コース（経過措置）） 

特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース） 

特定求職者雇用開発助成金（発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース） 

特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース（経過措置）） 

トライアル雇用助成金（障害者トライアルコース） 

トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース） 

人材確保等支援助成金（働き方改革支援コース（経過措置）） 

通年雇用助成金 

両立支援等助成金（再雇用者評価処遇コース（経過措置）） 

65歳超雇用推進助成金（高年齢者無期雇用転換コース） 

キャリアアップ助成金（正社員化コース） 

キャリアアップ助成金（障害者正社員化コース） 

人材開発支援助成金（人材育成支援コース） 

人材開発支援助成金（教育訓練休暇等付与コース） 

人材開発支援助成金（人への投資促進コース） 

人材開発支援助成金（事業展開等リスキリング支援コース） 

 

※ 併給に関しては全て、厚生労働省福島労働局職業対策課（024-529-5409）にお問い合わせくださ

い。 

１ 助成金の概要及び要件 
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2-１ 支給対象期間 

雇入れ日を始期とした３年間が支給対象期間となります。ただし、再雇用者を新規雇用者より前に雇入れ

た場合は、最も早い新規雇用者の雇入れ日が支給対象期間の始期となります。 

なお、終期が令和 12年３月 31日を超えるものは、令和 12年３月 31日を終期とします。 

 

2-２ 支給額 

（１） 対象労働者 1 人当たりの支給額 

  対象労働者１人当たり支給額は、下記のとおりです。 

助成対象事業所 

所在地 
産業政策の区分 

（支給要綱第 4 条第 1 項） 
雇用区分 雇用形態 

支給対象期及び支給額 
合計 

1 年目 2 年目 3 年目 

A 被災１５市町村 

第 1 号 
新規雇用 

再雇用 

フルタイム １２０万円 ７０万円 ３５万円 ２２５万円 

短時間 ６０万円  ３０万円 ２０万円 １１０万円 

第 2 号 

新規雇用 
フルタイム １２０万円 ７０万円 ３５万円 ２２５万円 

短時間 ６０万円 ３０万円 ２０万円 １１０万円 

再雇用 
フルタイム １１０万円 ６０万円 ３０万円 ２００万円 

短時間 ５０万円 ２５万円 １５万円 ９０万円 

B 上記以外の事業所

（中小企業に限る） 

第 1 号 
新規雇用 

再雇用 

フルタイム ６０万円 ４０万円 ２０万円 １２０万円 

短時間 ３０万円 ２０万円 １０万円 ６０万円 

第 2 号 

新規雇用 
フルタイム ６０万円 ４０万円 ２０万円 １２０万円 

短時間 ３０万円 ２０万円 １０万円 ６０万円 

再雇用 
フルタイム ５０万円 ４０万円 ２０万円 １１０万円 

短時間 ２５万円 １５万円 １０万円 ５０万円 

 

（２） 事業所の上限額 

支給額の総額は１事業所につき、2,000万円を上限とします。 

※ 特例①（２年ルール）により申請した場合の上限額は、令和６年度～令和８年度申請分の合計が 2,000

万円です。また、特例②（復活ルール）により申請した場合の上限額算定には、過去の支給実績は含ま

ないものとします。 

 

（３） 支給額調整 

対象労働者の雇入れ日及び本助成金申請日（消印日）によっては支給額調整（減額）が発生しますので、

注意してください。次のア又はイの場合に、減額が発生します。 

ア 募集開始日（令和 8 年 8 月 3 日）以降に対象労働者を雇入れた場合 

⇒ 雇入れ日から 60日を超えて申請した場合は、減額されます。 

（減額対象期間：雇入れ日から申請日の前日までの日数から 60日を引いた期間） 

 

イ 募集開始日よりも前（令和 7 年１２月１３日～令和 8 年 8 月 2 日まで）に対象労働者を雇入れた場合 

⇒ 募集開始日から 60日を超えた令和８年 10月３日以降に申請した場合は、減額されます。 

（減額対象期間：募集開始日から申請日の前日までの日数から 60日を引いた期間） 

 

※ 具体的な支給額調整の計算方法は 15～16ページ（４）を参照してください。  

２ 支給対象期間及び支給額 

 



15 

 

 

（４）支給額調整の計算方法図 

ア P１4(3)ア募集開始日（令和 8 年 8 月３日）以降に対象労働者を雇入れた場合 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 支給対象期間及び支給額 
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イ P14(3)イ募集開始日（令和 8 年 8 月 3 日）よりも前（令和 7 年１２月１３日～令和 8 年 8 月 2 日まで）

に対象労働者を雇入れた場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 支給対象期間及び支給額 
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３-１ 申請手続き  

（１） 申請様式の取得方法 

福島県ホームページ（商工労働部雇用労政課）からダウンロードしてください。 

「令和８年度「ふくしま産業復興雇用支援助成金（雇入費）」の募集について 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/joseikin2601.html 

 

（２） 提出書類 

提出書類は、18～20ページ「４－１ 必要書類一覧」と 21～22ページ「４－２ 場合により提出が必要

となる書類」にて詳細を確認してください。 

なお、書類は全て揃えて提出してください。審査の過程で一覧に記載のない書類や不備のある書類等、改

めて提出が必要になる場合があります。 

 

（３） 提出書類のサイズ 

原則Ａ４サイズで統一してください。 

 

（４） 提出部数 

原本１部のみ提出してください。なお、提出された書類は返却できません。ただし、個人番号が記載され

た書類は返却します。 

必ず申請書類のコピーをお手元に保管してください。 

 

 

３-２ 審査の流れ 

（１）受付 

本助成金の委託事業者である、ふくしま産業復興雇用支援事業事務センターで申請を受付けます。 

 

（２）審査 

受付けた書類は１次審査及び２次審査を行い、福島県商工労働部雇用労政課で３次審査を行います。審査

では必ず聞き取り調査を実施し、追加書類の提出をお願いする場合があります。なお、速やかに応じていた

だけない際は、対象外となる場合があります。 

 

（３）支給決定 

審査の結果、支給の対象と認められた場合は、支給決定通知書を送付します。対象外となった場合は、取

下げ書の提出が必要となります。 

場合により受付から支給決定まで時間を要します。 

 

 

 

  

３ 申請手続き及び審査の流れ 

 

 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/joseikin2601.html
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４-１ 必要書類一覧 

記載例（23～27ページ）を参考に、必要事項について漏れなく記載してください。 

 ※ 手書きで作成する場合は、消えない筆記用具を使用してください。 

★は指定様式です。 

労働者に係る書類は、全ての対象労働者分を準備してください。 

  提出書類は、以下のリストの番号順に並べて提出してください。 

№ 書類名・備考 

1 
★支給申請チェックシート（必要書類） 

・提出書類はこのチェックシートの順に並べること。 

２ 
★ふくしま産業復興雇用支援助成金【雇入費】支給申請書（様式第 1 号） 

・記載例２３ページを参照。 

３ 
★対象労働者一覧（様式第 1 号第 2 面） 

・記載例２４ページを参照。 

４ 

産業政策対象事業の証明書類の写し 

・「産業政策 対象事業一覧」から採択を受けた事業について、次に該当する書類。 

【補助金の場合】 

①交付決定通知書 

②事業計画書全て（補助金の支援対象となった事業が特定できるもの。） 

③完了報告書又は実績報告書全て 

※ 申請時点で完了報告又は実績報告が終了していない場合、その申立書。（記載例２８ページ） 

（申立書を提出した場合でも、完了報告書又は実績報告書が準備出来次第、速やかに提出すること。） 

④設備投資を実施し、支払い済みが確認できる書類：固定資産台帳、領収書、振替依頼書等 

※ 領収書又は振替依頼書を提出する場合は、請求書等の内訳が確認できる書類を提出してください。 

【融資の場合】 

①融資契約書等 

※ 融資契約書や信用保証書等で産業政策名が確認できない場合は、融資への申込書等も併せて提出してくださ

い。 

②当該融資を受けている事業と助成対象事業所との関係についての申立書（記載例３０ページ） 

③信用保証協会の信用保証書又は金融機関の保証書（金融機関で保管されているもの、事業所控えは不可。） 

※ 信用保証書で資金使途が確認できない場合は、金融機関の証明書等も併せて提出してください。 

④設備投資を実施し、支払い済みが確認できる書類：固定資産台帳、領収書、振替依頼書等 

※1 領収書又は振替依頼書を提出する場合は、請求書等の内訳が確認できる書類を提出してください。 

※２ 申請時点で設備投資が完了していない場合、その申立書。（記載例２９ページ） 

（申立書を提出した場合でも、支払い済みが確認できる書類が準備出来次第、速やかに提出すること。） 

【市町村事業の場合】 

①支給要綱及び、上記の補助金又は融資等の書類 

【官民合同チーム専門家支援事業の場合】 

①支援実施証明書 

【人材確保事業の場合】 

①支援実施証明書   

 

４ 書類作成方法 
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５ 

雇用契約書又は雇入通知書（労働条件通知書）の写し 

・雇入れ時から直近のものまで全て。 

・労働基準法第１５条及び同法施行規則第 5条に規定される、労働者への書面による明示義務事項が記載されてい

ること。 

※ 記載例は２５～２６ページを、明示義務事項は３９ページの労働条件チェックシートを参照してください。 

【雇用契約書内の労働時間や休日について「シフト表による」「別途会社指定日」などの記載がある場合】 

①対象労働者の勤務形態等が確認できる書類の写し：シフト表、勤務割当表、休日スケジュール表等（原則として申請

前月を含む 3か月分を提出すること。） 

６ 
履歴書の写し 

・学校卒業から入社までの職務経歴が確認できるもの。（アルバイト・請負・派遣などによる職歴も含めること。） 

７ 

★職務経歴等確認書（履歴書別添様式） 

・記載例２７ページを参照。 

・全ての項目について対象労働者本人が記載すること。 

【平成２３年 3月１１日時点で対象労働者が大学等に通学するため、被災地域（福島県）以外に居住していた場合】 

①扶養者が平成２３年 3月１１日時点で被災地域に居住していたことが確認できる書類：住民票等 

【対象労働者の前職が個人事業主だった場合】 

①個人事業の廃業等届出書の写し。 

※ 廃業等届出書を提出することができない場合、その申立書。（記載例３１ページ） 

８ 

住民票（申請日より 3 か月以内）、運転免許証（有効期間内）、マイナンバーカード表面（有効期間内）のい

ずれかの写し 

・マイナンバーカード（裏面）を含め、個人番号が記載された書類は不可。 

９ 
雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）の写し 

・「被保険者通知用」は不可。 

10 
求人票の写し 

・求人票がない場合は、会社概要等の事業内容が確認できるもの。（パンフレット等） 

11 

履歴事項全部証明書 ※法人のみ 

・最新の情報のもの。 

※ 取得日の指定はありません。 

12 

確定申告書の写し 

・直近で申告済みのもの。（電子申告可） 

【法 人】 法人税確定申告書「別表一」 

【個人事業主】 所得税確定申告書「第一表」 

※ 確定申告書を提出することができない場合、その申立書。（記載例３２ページ） 

（申立書を提出した場合でも、（申告義務がある場合）申告次第、速やかに提出すること。） 

13 

福島県税に未納がないことの証明書（県税納税証明書）（申請日より 3 か月以内） 

・福島県内の各地方振興局県税部にて、「証明事項」欄に区分 6の「県税に未納（課税）がない」旨の記載があるもの

を取得すること。 

※ 振興局へ提出する申請書は、４０ページを参照してください。 

・決算期を迎えていない新設法人や課税義務がない非営利法人も提出すること。 

14 ★暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（様式第 1 号別紙 1） 

 

４ 書類作成方法 
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15 

★役員一覧（様式第 1 号別紙 2） 

・法人の場合は、履歴事項全部証明書の｢役員に関する事項｣と一致させること。 

・個人事業主の場合は、代表者及び経営に関わる者を記載すること。 

16  

★債権者登録(変更)申請書 

・「口座名義人（カナ）」は、通帳の表記と一致させること。 

・登録済みの場合、提出不要。 

17 

振込先通帳の写し(表紙及びカナ名義が印字されているページ) 

・口座情報（金融機関名、店舗名、預金種別、口座番号、口座名義人（カナ））が確認できるもの。 

・通帳がない場合は口座情報が確認できるもの。 

・債権者登録が済んでいる場合も、余白に「登録済」と記載し提出すること。 

18 

就業規則の写し 

・労働基準監督署に届け出たもの。 

※ 常時使用する労働者が１０人未満で就業規則の作成義務がない場合、その申立書。（記載例３３ページ） 

１９ 

時間外・休日労働時間に関する協定（36 協定）の写し 

・法定労働時間を越える時間外労働又は法定休日における休日労働がある場合、労働基準法第３６条により、労働基

準監督署に届け出たもの。 

20 

変形労働時間制の内容を確認できる書類の写し 

・変形労働時間制を導入している場合、次に該当するもの。 

【1年単位の変形労働時間制を導入し、労働基準監督署に届け出ている場合】 

①協定書 

②協定届 

③別表（カレンダー） 

※ 労働基準法第３２条の 4により、労働基準監督署に届け出たもの。 

【1か月単位の変形労働時間制を導入し、労働基準監督署に届け出ている場合】 

①協定書 

②協定届 

③別表（カレンダー） 

※ 労働基準法第３２条の 2により、労働基準監督署に届け出たもの。 

【1か月単位の変形労働時間制を導入し、労働基準監督署に届け出ていない場合】 

①シフト表など変形労働時間制の内容が確認できるもの。（原則として申請前月を含む 3か月分） 

 

【参考】 

・変形労働時間制とは、一定の期間を平均して 1週間の労働時間が法定労働時間の範囲において、特定の日や週に

ついて 1日及び 1週間の法定労働時間を超えて労働させることができる制度です。手続きについては、下記を参照

してください。 

単位 1 週間平均労働時間 手続き 
労働基準監督署への 

届け出 

1 年 ４４時間 労使協定で定める。 必要 

1 か月 
４０時間 

（特例措置対象事業場は４４時間） 

就業規則、 

又は労使協定で定める。 
任意 

 

４ 書類作成方法 
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４ 書類作成方法 
 

 

４-２ 場合により提出が必要となる書類 

  「４－１必要書類」の他、必要に応じて以下の書類を提出してください。様式は任意ですが、福島県ホー

ムページからも参考様式をダウンロードすることができます。 

№ 書類名・備考 

１ 

産業政策対象事業が申請時点で完了していない場合 

【補助金の場合】 

完了報告書又は実績報告書及び領収書等を提出できないことの申立書（記載例２８ページ） 

・補助金の採択を受けていても完了報告又は実績報告が終了していない場合、必要。 

（完了報告書又は実績報告書が準備出来次第、速やかに提出すること。） 

【融資の場合】 

設備投資の領収書等を提出できないことの申立書（記載例２９ページ） 

・融資契約は締結しているが設備投資が完了していない場合、必要。 

  (支払い済みが確認できる書類が準備出来次第、速やかに提出すること。) 

２ 
対象融資制度の採択を受けた場合 

融資申立書 （記載例３０ページ） 

３ 

対象労働者の前職が個人事業主で廃業等届出書を提出することができない場合 

個人事業を廃業していることの申立書（記載例３１ページ） 

・廃業後、個人事業を行っていないことについて対象労働者本人へ確認が必要。 

４ 

確定申告書を提出することができない場合 

確定申告書を提出できないことの申立書（記載例３２ページ） 

（申立書を提出した場合でも、（申告義務がある場合）申告次第、速やかに提出すること。） 

５ 

就業規則の作成義務がない場合 

就業規則を作成していないことの申立書（記載例３３ページ） 

・常時使用する労働者が１０人未満で、就業規則を作成していない場合、必要。 

６ 

外部の代理人による申請の場合 

委任状（委任範囲により適宜提出、記載例３４ページ） 

※ 委任状の提出がない場合は、代理人と申請に係る連絡等をすることはできません。申請事業主に直接連絡をする

ことになります。なお、代理人がいる場合でも申請事業主に直接連絡をする場合があります。 

７ 

送付先を指定する場合 

送付先指定の申立書（記載例３５ページ） 

・送付先を指定する場合、必要。 

※ 指定がない限り、書類の送付先は様式第 1号に記載の申請事業主となります。ただし、助成対象事業所が相双地

方振興局管轄に所在する場合は、助成対象事業所への送付となります。 

 

  



22 

 

 

８ 

個人事業主が法人成りした場合 

①廃業届等届出書 

②法人設立届 

③個人の債権・債務の引き継ぎを確認できる書類 

※ 個人の債権・債務の引き継ぎを確認できる書類を提出することができない場合、その申立書。（記載例３６ページ） 

④設備投資等の引き継ぎを確認できる書類（固定資産台帳、車検証等） 

※ 設備投資等の引き継ぎを確認できる書類を提出することができない場合、その申立書。（記載例３７ページ） 

9 

申請を取下げる場合 

取下げの申立書（記載例３８ページ） 

・支給決定日前に対象労働者が離職した場合又は審査の結果対象外となった場合、必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 書類作成方法 
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　　福島県知事　内堀　雅雄 　様　　　　                                             

令和 年 月 日

〒 － 〒 －

（ ） （ ）

） ）

） ）

（ － － ） （ － － ）

（ － － ） （ － － ）

（ ） （ ）

〒 －

（ ） （ － － ）

） （ － － ）

） （ ）

○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○

年 〇 月 〇 日

（ ） 人

（ ） （ ）

（ － － ） （ － － ）

（ ）

開催場所 （ ）

名称（ ）

金融機関名 （ ） （ ）

（４） 　平成23年度ふるさと雇用再生特別基金事業及び緊急雇用創出事業により雇用した労働者

（５） 　転籍・転職により雇入れた労働者

不支給要件非該当の表明・確約に関する誓約２　対象労働者には次に該当する者は含まれていないことを確認しました。

（１） 　平成23年11月21日以降に離職した労働者を再び雇入れる場合の当該労働者
　（平成23年11月20日以前より雇用関係が継続していた者に限る。）

（２） 　対象労働者の雇入れ日から過去2年間に、助成の対象となる事業所において労働者を事業主都合により解雇（勧奨退職等を含む。）又は雇止めした事実
がある場合は、その人数に相当する労働者

（３） 　雇入れに係る費用が国又は地方公共団体が支給する他の補助金や融資等の支給対象となっている労働者

（２） 　福島県税に未納がある事業主

（３） 　労働基準法、最低賃金法等の労働法令に違反した事業主

（４） 　公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）
により定める風俗営業など）を行う事業主

 ８　本助成金を知った
　　 きっかけ
　　（複数回答可）

不支給要件非該当の表明・確約に関する誓約１　申請事業主は次のいずれにも該当しないことを確認しました。

（１） 　不正な行為により、本来支給を受けることのできない助成金等の支給を受け，又は受けようとしたことにより，３年間にわたる助成金等の不支給措置が
執られている事業主

知り合いの事業者

○○○ ○○○ ○○○○

メールアドレス ○○○＠○○○.○○.○○

 ７　申請書作成者氏名
　　 （書類補正担当者）

担当者氏名 ○○　○○ 所属部署 総務部総務課

電話番号 ○○○ ○○○ ○○○○ FAX番号

はい いいえ

該当労働者と補助
金等の

名称・期間

◆◆　◆◆　産業雇用安定助成金（令和〇年３月～令和〇年６月）
□□　□□　○○市立地促進補助金（令和〇年４月）

支給決定額 450 万円

○

過去３年間に各種助成金の不正受給を行ったことがあるか はい いいえ

○○ 日

中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業

 ５　受給要件労働者の状況 第２面のとおり

 ６　事業所の状況

令和6年度又は令和7年度に支給決定を受けたことがあるか はい いいえ

【上記"はい"の場合】令和6年度～令和7年度の支給決定額の総額と、支給決定を受けた新規雇用労働者の
うち最も早く雇入れた日
（※令和6年度又は令和7年度に初めて支給決定を受けた事業所のみ記載）

 ４　産業政策
　　 の対象事業

※該当するものにチェッ
ク

（業種・産業分類） （採択日）

○○業　○○　分類など

（補助金・公的設備融資の名称）　
○○ 年 ○○ 月

対象労働者の雇入れ日から過去2年間に、事業主都合（退職勧奨を含む）で離職した者の人数 1

併給確認

対象労働者の中に国又は地方公共団体が支給する他の補助金や融
資の支給対象となる者がいるか

△△△△

氏名（ △△　△△ メールアドレス △△△＠△△△.△△.△△

 ３　雇用保険適用
 　　事業所番号

責任者 職（ 所長 FAX番号 △△△ △△△

 2　助成金の支給対象
　　となる事業所
　　※産業政策の対象
　　　事業を実施する
　　　事業所

FAX番号 ○○○ ○○○ ○○○○ FAX番号

事業所名 △△事業所 電話番号 △△△ △△△ △△△△

メールアドレス ○○○＠○○○.○○.○○ メールアドレス

△△△ △△△

住所 福島県△△市△丁目△番地

○○　○○ 氏名（

電話番号 ○○○ ○○○ ○○○○ 電話番号

住所
福島県○○市○○丁目○番地

住所

　ふくしま産業復興雇用支援助成金【雇入費】の支給を受けたいので、不支給要件非該当の表明・確約に関する誓約に同意し、次のとおり申請します。提出内容に事
実と相違があることが判明した場合は、全対象労働者分について、支給決定の取り消しや、既に支給を行った助成金についての返還、及び今後も助成金を受けられ
なくなる場合があることを理解します。
　提出した書類以外または不備のある書類について報告を求められた場合は、速やかに提出します。

○○ ○○ ○○

 １　申請事業主

事業主

900 0000

名称 株式会社○○○○ 名称

代表者 職（ 代表取締役 代行者又は代理者 職（

氏名（

様式第１号（第８条関係）

収受日 基準日

ふくしま産業復興雇用支援助成金【雇入費】支給申請書

提出代行者・事務代行者

要綱第４条(2)

平成

要綱第４条(1)

令和

平成

令和

県ホームページ

新聞広告 ラジオ広告

助成金募集チラシ 各種説明会

その他

県以外の公的機関（国、市町村など）

商工会議所・商工会

金融機関

社労士

令和8年度申請用

 

 

 

４-1（P１８）№2  『ふくしま産業復興雇用支援助成金【雇入費】支給申請書（様式第 1 号）』 （例） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 必要書類の記載例 

外部の代理人による申請の場合のみ記載する

こと。 

「産業政策 対象事業一覧」を確認し、該当する

ものにチェックをつけること。 

13ページ「併給に該当する場合」を参照の上、

該当する場合は、記載すること。 

県内に複数の助成対象事業所を有する場合

は、該当する事業所毎に作成すること。 

日本標準産業分類に従い「２ 助成金の支給対

象となる事業所」の業種を記載すること。 
補助金：交付決定日、融資：融資契約日、

各支援事業：支援の開始日 

※ Ｈ２３．3．１１以降であること。 

補正の対応が可能な担当者の連絡先を記載す

ること。 
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（
様

式
第

１
号

第
２

面
）

【
助

成
対

象
事

業
所

名
】

（
）

人

令
和

7
年

1
2

月
1
3

日

2
7

年
8

月
2

1
日

更
新

可
能

令
和

8
年

1
2

月
1
2

日

令
和

8
年

4
月

1
日

3
年

2
月

6
日

更
新

可
能

令
和

年
月

日

令
和

8
年

4
月

1
日

4
年

6
月

2
8

日
更

新
可

能
令

和
年

月
日

令
和

8
年

4
月

1
日

3
3

年
7

月
3

1
日

更
新

可
能

令
和

年
月

日

令
和

8
年

4
月

1
日

7
年

1
0

月
1
8

日
更

新
可

能
令

和
年

月
日

令
和

8
年

4
月

1
日

4
2

年
8

月
3

1
日

更
新

可
能

令
和

年
月

日

令
和

8
年

4
月

1
日

5
4

年
5

月
3

0
日

更
新

可
能

令
和

9
年

6
月

3
0

日

令
和

年
月

日

年
月

日
更

新
可

能
令

和
年

月
日

注
１
）
「
□

」
欄

に
は

、
該

当
す

る
項

目
に

チ
ェ

ッ
ク

し
て

く
だ

さ
い

。

注
２

）
対

象
労

働
者

が
、
国

の
各

種
助

成
金

等
に

申
請

若
し

く
は

現
在

受
給

し
て

い
な

い
こ

と
を

ご
確

認
く

だ
さ

い
。

注
３

）
①

の
対

象
労

働
者

は
、
⑤

の
雇

入
れ

年
月

日
の

早
い

も
の

か
ら

順
に

ご
記

載
く

だ
さ

い
。

注
4

）
②

の
住

所
欄

は
、
平

成
２

３
年

３
月

１
１
日

時
点

の
住

所
(市

町
村

名
の

み
）
を

ご
記

載
く

だ
さ

い
。

注
5

）
③

の
助

成
対

象
者

は
、
被

災
求

職
者

で
あ

り
、
令

和
8

年
４

月
１
日

以
降

（
例

外
も

あ
り

）
に

雇
用

さ
れ

た
者

で
あ

る
こ

と
を

確
認

し
た

場
合

に
チ

ェ
ッ

ク
し

て
く

だ
さ

い
。

　
　
ま

た
、
対

象
労

働
者

の
雇

入
れ

か
ら

過
去

2
年

間
に

雇
止

め
な

ど
が

あ
っ

た
人

数
の

分
は

チ
ェ

ッ
ク

し
な

い
で

く
だ

さ
い

。

注
6

）
 ⑩

、
⑪

の
再

雇
用

者
欄

が
い

ず
れ

も
「
は

い
」
に

該
当

す
る

場
合

は
別

途
確

認
を

行
う

こ
と

が
あ

り
ま

す
。

注
7

）
 ⑫

支
給

申
請

額
欄

に
は

、
支

給
要

綱
第

７
条

の
区

分
ご

と
に

合
計

金
額

（
3

年
間

）
を

ご
記

載
く

だ
さ

い
（
支

給
申

請
の

手
引

き
の

と
お

り
）
。

注
8

）
 支

給
対

象
期

間
中

に
定

年
退

職
し

た
場

合
、
そ

れ
以

降
は

支
給

の
対

象
外

に
な

り
ま

す
（
再

雇
用

、
補

充
も

認
め

ら
れ

ま
せ

ん
）
。

番
号

（
フ

リ
ガ

ナ
）

①
対

象
労

働
者

氏
名

②
住

所
・
生

年
月

日
・
性

別
（
住

所
は

H
2

3
.3

.1
1
時

点
の

市
町

村
名

の
み

記
入

）

③
助

成
対

象
者

④
雇

用
保

険
被

保
険

者
番

号
（
1
1
桁

）

⑤
雇

入
れ

年
月

日
（
R

7
.1

2
.1

3
～

R
8

.1
2

.1
1
の

み
記

入
）

【
雇

入
費

】
　
対

　
象

　
労

　
働

　
者

　
一

　
覧

県
記

入
欄

△
△

事
業

所
事

業
主

都
合

で
離

職
し

た
者

の
人

数

雇
止

め
確

認
欄

雇
入

日
確

認
欄

申
請

日
確

認
欄

⑥
雇

用
契

約
⑦

雇
用

契
約

期
間

⑧
週

当
た

り
労

働
時

間
⑨

支
給

対
象

期
間

中
に

定
年

退
職

を
迎

え
る

場
合

の
時

期
⑩

再
雇

用
者

に
該

当
す

る
か

⑫
支

給
申

請
額

⑪
H

2
3

.1
1
.2

0
以

前
か

ら
雇

用
関

係
が

あ
り

、
H

2
3

.1
1
.2

1
以

降
に

離
職

し
た

労
働

者
に

該
当

す
る

か

2
3

4
5

6
7

1

フ
ク

シ
マ

　
タ

ロ
ウ

市
町

村
名

：
福

島
市

1
福

島
　
太

郎
8

9
0

1

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

7

年

1
2

月

1
3

日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
1
1
0

万
円

3
5

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

月
日

～

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

3
4

5
6

7
8

1
2

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8

年

4

月

1

日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

2

ワ
カ

マ
ツ

　
ハ

ナ
コ

市
町

村
名

：
会

津
若

松
市

2
若

松
　
花

子
9

0
2

2
5

万
円

4
0

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

月
日

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

4
5

6
7

8
9

3

コ
オ

リ
ヤ

マ
　
イ

チ
ロ

ウ
市

町
村

名
：

郡
山

市

3
郡

山
　
一

郎
0

1
2

3

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8
年

4
月

1
日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
2

2
5

万
円

3
8

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

月
日

～

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

5
6

7
8

9
0

3
4

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8
年

4
月

1
日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

4

イ
ワ

キ
　
ジ

ロ
ウ

市
町

村
名

：
い

わ
き

市

4
磐

城
　
次

郎
1

2
2

2
5

万
円

4
0

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

7

月

3
1

日

8

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

6
7

8
9

0
1

5

イ
シ

カ
ワ

　
ハ

ナ
市

町
村

名
：

石
川

町

5
石

川
　
花

2
3

4
5

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8
年

4
月

1
日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
2

2
5

万
円

4
0

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

月
日

～

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

7
8

9
0

1
2

5
6

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8
年

4
月

1
日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

6

ス
カ

ガ
ワ

　
サ

ブ
ロ

ウ
市

町
村

名
：

横
浜

市
（
須

賀
川

市
）

6
須

賀
川

　
三

郎
3

4
9

0
万

円
2

0
時

間
令

和
は

い
い

い
え

は
い

月
日

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
8

9
0

1
2

3
7

シ
ョ

ウ
ワ

　
ハ

ナ
コ

市
町

村
名

：
昭

和
村

7
昭

和
　
華

子
万

円
3

0
時

間
令

和
は

い
い

い
え

は
い

月
日

～

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

月

4
5

6
7

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

8
年

4
月

1

8

市
町

村
名

：

時
間

令
和

は
い

い
い

え
は

い

月
日

申
請

額
（
計

）
1
1
0

0
万

円

日

１
年

以
上

の
有

期
雇

用
～

年
短

時
間

労
働

者

い
い

え

万
円

令
和

期
間

の
定

め
の

な
い

雇
用

年

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

女男
昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

昭
和

平
成

 

 

 

４-1（P１８）№3   『対象労働者一覧（様式第 1 号第 2 面）』 （例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 必要書類の記載例 

対
象
労
働
者
の
雇
入
れ
か
ら
過
去

2
年
間
に
解
雇
、

雇
止
め
が
あ
っ
た
人
数
の
分
は
チ
ェ
ッ
ク
し
な
い
こ
と
。
 

「
⑤
雇
入
れ
年
月
日
」の
早
い
者
か
ら

順
に
記
載
す
る
こ
と
。
 

H
2

3
.3

.1
1
時
点
で
被
災
地
域
（福
島
県
）
以
外
に
居
住
し
て
お
り
、
扶
養
者
が
被

災
地
域
に
居
住
し
て
い
た
場
合
は
、
「本
人
の
住
所
（扶
養
者
の
住
所
）」
と
記
載

す
る
こ
と
。
 

支
給
申
請
書
（様
式
第

1
号
）「

2
 助
成
金
の
支
給
対
象
と

な
る
事
業
所
」に
記
載
し
た
事
業
所
名
を
記
載
す
る
こ
と
。
 

助
成
対
象
で
は
な
い
た

め
、
記
載
不
要
。
 

支
給
要
綱
第
７
条

の
区
分
毎
に
合
計

金
額
（３
年
間
）を

記
載
す
る
こ
と
。
 

H
2

3
.3

.1
1
時
点
の
住
所
（市
町
村

名
の
み
）
を
記
載
す
る
こ
と
。
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（一般労働者用；常用、有期雇用型） 

労働条件通知書 

                                                                令和○年４月１日 

   ○○ ○○   様 

                   事業場名称・所在地  株式会社○○ 福島市○○町１－１ 

        使 用 者 職 氏 名  □□ □□ 

契約期間 期間の定めなし、期間の定めあり（令和○年４月１日～令和△年３月３１日） 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合に記入 

１ 契約の更新の有無 

 [自動的に更新する・更新する場合があり得る・契約の更新はしない・その他（  ）] 

２ 契約の更新は次により判断する。 

  ・契約期間満了時の業務量   ・勤務成績、態度    ・能力 

  ・会社の経営状況 ・従事している業務の進捗状況 

・その他（                              ） 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者の場合】 
無期転換申込権が発生しない期間： Ⅰ（高度専門）・Ⅱ（定年後の高齢者） 
Ⅰ 特定有期業務の開始から完了までの期間（   年  か月（上限 10 年）） 
Ⅱ 定年後引き続いて雇用されている期間 

就業の場所 ○○工場 

従事すべき 

業務の内容 

検品及び出荷作業 

 
 

【有期雇用特別措置法による特例の対象者（高度専門）の場合】 
・特定有期業務（             開始日：    完了日：    ） 

始業、終業の

時刻、休憩時

間、就業時転

換((1)～(5)

のうち該当す 

るもの一つに

○を付けるこ

と。)、所定時

間外労働の有

無に関する事

項 

１ 始業・終業の時刻等 

 (1) 始業（ ９時 ００分） 終業（ １８時 ００分） 

 【以下のような制度が労働者に適用される場合】 

 (2) 変形労働時間制等；（  ）単位の変形労働時間制・交替制として、次の勤務時間の

組み合わせによる。 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

    始業（ 時 分） 終業（ 時 分） （適用日     ） 

  (3) ﾌﾚｯｸｽﾀｲﾑ制；始業及び終業の時刻は労働者の決定に委ねる。 

（ただし、ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀｲﾑ（始業） 時 分から  時 分、 

（終業） 時 分から  時 分、 

                     ｺｱﾀｲﾑ         時 分から  時 分） 

 (4) 事業場外みなし労働時間制；始業（ 時 分）終業（ 時 分） 

 (5) 裁量労働制；始業（ 時 分） 終業（ 時 分）を基本とし、労働者の決定に委ね

る。 

○詳細は、就業規則第○条～第○条、第 条～第 条、第 条～第 条 

２ 休憩時間（６０）分 

３ 所定時間外労働の有無（ 有 ， 無 ） 

休   日 ・定例日；毎週 土・日 曜日、国民の祝日、その他（        ） 
・非定例日；週・月当たり  日、その他（          ） 
・１年単位の変形労働時間制の場合－年間  日 
○詳細は、就業規則第〇条～第〇条、第〇条～第〇条 

休   暇 １ 年次有給休暇 ６か月継続勤務した場合→  １０日 
         継続勤務６か月以内の年次有給休暇 （有・無） 
         → か月経過で  日 
         時間単位年休（有・無） 
２ 代替休暇（有・無） 
３ その他の休暇 有給（          ） 
         無給（          ） 
○詳細は、就業規則第〇条～第〇条、第〇条～第〇条 

（次頁に続く） 

 

 

 

４-1（P１９）№5 『対象労働者に係る雇用契約書又は雇入通知書（労働条件通知書等）の写し』 （例） 

（1 年以上の有期雇用（契約の更新が可能なもの）の場合の例） ※①～⑪の明示義務事項は全て記載すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

① 対象労働者氏名 

② 契約期間 

※有期雇用の場合は、

更新の有無、更新の基

準を含む。 

③ 就業の場所 

 

④ 業務の内容 

※具体的な内容

を明記するこ

と。 

⑤ 始業・終業・休憩の時間 

⑥ 時間外労働の有無 

⑦ 休日についての定め 

⑧ 休暇についての定め 

５ 必要書類の記載例 
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賃   金 １ 基本賃金 イ 月給（ ２００，０００円）、ロ 日給（     円） 

       ハ 時間給（    円）、 

       ニ 出来高給（基本単価    円、保障給    円） 

       ホ その他（     円） 

       ヘ 就業規則に規定されている賃金等級等 

 

 

２ 諸手当の額又は計算方法 

  イ（ 通勤手当    円 ／計算方法： 距離に応じて支給  ） 

  ロ（   手当    円 ／計算方法：           ） 

    ハ（   手当    円 ／計算方法：           ） 

  ニ（   手当    円 ／計算方法：           ） 

３ 所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率 

    イ 所定時間外、法定超 月６０時間以内（ ２５ ）％ 

              月６０時間超 （ ５０ ）％ 

          所定超 （ ２５ ）％ 

  ロ 休日 法定休日（ ３５ ）％、法定外休日（ ２５ ）％ 

  ハ 深夜（ ２５ ）％ 

４ 賃金締切日 毎月末日 

５ 賃金支払日 毎月１５日 

６ 賃金の支払方法（ 指定口座への振り込み  ） 

 ７ 労使協定に基づく賃金支払時の控除（無 ，有（   ）） 

８ 昇給（時期等  ４月 業績評価等による      ） 

９ 賞与（ 有（時期、金額等 ６，１２月（年２回） 業績評価等による），無 ） 

10 退職金（ 有（時期、金額等      ） ， 無 ） 

 

 

退職に関す 

る事項 

１ 定年制 （ 有 （６０歳） ， 無 ） 

２ 継続雇用制度（ 有（６５歳まで） ， 無 ） 

３ 自己都合退職の手続（退職する１４日以上前に届け出ること） 

４ 解雇の事由及び手続 

・ 職 務 遂 行 に 必 要 な 適 格 性 を 欠 い た と き 。  

・ 事 業 縮 小 等 会 社 都 合 に よ り や む を 得 な い 事 由 が あ る と き 。  

・解雇しようとする場合は30日前に予告する。予告しない場合は30日分以上の賃金を支払う。 

○詳細は、就業規則第〇条～第〇条、第〇条～第〇条 

そ の 他 ・社会保険の加入状況（ 厚生年金 健康保険 厚生年金基金 その他（    ）） 

・雇用保険の適用（ 有 ， 無 ） 

・その他 

 
 

※以下は、「契約期間」について「期間の定めあり」とした場合についての説明です。 
  

 労働契約法第18条の規定により、有期労働契約（平成25年4月1日以降に開始するもの）

の契約期間が通算５年を超える場合には、労働契約の期間の末日までに労働者から申込み

をすることにより、当該労働契約の期間の末日の翌日から期間の定めのない労働契約に転

換されます。ただし、有期雇用特別措置法による特例の対象となる場合は、この「５年」

という期間は、本通知書の「契約期間」欄に明示したとおりとなります。 

 

※     以上のほかは、当社就業規則による。 

※     労働条件通知書については、労使間の紛争の未然防止のため、保存しておくことをお勧めします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 赤字で示している項目は明示義務事項（３９ページ参照）であり、全て記載されている必要があります。 

これらの項目の全てが記載されていない場合は、再提出を依頼します。 

⑨ 賃金 

⑩ 賃金の計算及び賃金の支払方法 

※「賃金の計算」には、賃金の締

切・支払時期、昇給、時間外労働

が発生した場合の割増賃金率等を

含む。 

⑪退職に関する事項 

（解雇の事由含む。） 

５ 必要書類の記載例 
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履歴書別添様式

※対象労働者1人ごとに記入してください。

令和 年 月 日

■１．平成23年3月11日時点の居住地

■２．平成23年3月11日時点の就業先

※学生もしくは失業状態にあった方は記入不要です。

続柄

■３．雇入れ前の確認

　また有期雇用の場合、契約期間満了・契約期間途中にもチェックしてください。

令和 8 年 2 月 28 日

■４．雇入れ日の前日から過去３年間に雇用関係、出向、派遣、請負、アルバイト、事前研修により申請された事業所で

就労したことがある場合は再雇用、ない場合は新規雇用にチェックしてください。

新規雇用 ■ 再雇用 □

※職歴が無い方（アルバイト等を含めて過去にご就業のない方、または新卒者）は、職歴がないまたは新卒者にチェックしてください。

前の会社の離職理由

自己都合 ■ 契約期間満了 □

事業主都合 □ 契約期間途中 ■

前の会社の雇用形態 無期雇用 □ 有期雇用 ■

扶養者氏名

平成23年３月11日
時点の扶養者住所

※実際に居住していた都道府県名及び市町村名を記入ください。（番地等は不要です。）

※職歴がある方（アルバイト等を含む）は、前の会社の離職日を記入し、雇用形態・離職理由(自己都合・事業主都合)にチェックしてください。

※前職が個人事業主だった場合は、個人事業の廃業等届出書の写しを添付してください。

前の会社の離職日
（退職日）

職歴が無い
または新卒者 □

※平成23年3月11日時点で学生であって被災地域（福島県）外に居住していた場合のみ記入し、扶養者の住民票
を添付してください。

雇 入 れ 日 ： 8 4 1

居住地住所 　　福島県福島市
※実際に居住していた都道府県名及び市町村名を記入ください。（番地等は不要です。）

就業先名 　　株式会社△△△

就業先住所 　　福島県福島市
※都道府県名及び市町村名を記入ください。（番地等は不要です。）

（全ての項目について、対象労働者自身による記入を要します。）

職務経歴等確認書

事業所名称： 株式会社○○○　○○○事業所

労働者氏名： 福島　太郎

元号をプルダウンより選択

 

 

 

4-1（P１９）№7  『職務経歴等確認書（履歴書別添様式）』 （例）  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 必要書類の記載例 

H23.３.11時点の情報を

記載すること。 
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申 立 書 
令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 

 

産業政策対象事業の完了報告書または実績報告書を提出することができないため、下記の

とおり申し立てます。 

完了報告書が準備出来次第速やかに提出いたします。 

記 

 

 

１ 提出することができない理由 

       現地調査が未完了であるため。                                                       

                                                            

                                                            

 

２ 提出予定時期 

       令和〇〇年〇〇月〇〇日                                    

 

①～⑤は必須項目です 

１ ２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-1（P１８）№4 / 4-2（P2１）№1 【補助金の場合】 『完了報告書又は実績報告書及び領収書等を提出できないことの申

立書』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 
令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 

 

設備投資が完了しておらず、支払い済みが確認できる書類を提出することができないため、

下記のとおり申し立てます。 

支払い済みであることがわかる書類が準備出来次第速やかに提出いたします。 

記 

 

 

１ 提出することができない理由 

       産業政策で購入した〇〇が納品されていないため。                                                      

                                                            

                                                            

 

２ 提出予定時期 

       令和〇〇年〇〇月〇〇日                                           

  

１ 

３ 

２ 

①～⑤は必須項目です 

４ 

５ 

 

 

 

4-1（P１８）№4 / 4-2（P2１）№1  【融資の場合】 『設備投資の領収書等を提出できないことの申立書』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 助成対象事業所と産業政策の対象事業との関係は下記のとおりであることを申し立

てます。 

記 

１ 助成対象事業所（設備投資を実施した事業所）    

事 業 所 名      福島第一工場                       

所 在 地      福島市〇〇町△△番                   

 

２ 産業政策の対象事業 

事 業 名      ふくしま産業育成資金                                         

借 入 金 額      3,000,000円                      

使   途       新型特殊印刷機械【型番：DOZ-9800PG】購入費                                             

 

３ 関連性（設備投資の用途） 

    上記ふくしま産業育成資金の借入れで購入した印刷機械は、助成対象事業所であ

る福島第一工場に配置し、商品の仕上げ作業に使用しております。                                                     

                                                         

１ 

①～⑥は必須項目です 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

 

 

 

４-1（P１8）№4 融資② / ４-2（P21）№2 『融資申立書』 (例)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

対象労働者の個人事業の廃業等届出書を提出することができないため、下記のとおり申し立

てます。 

なお、廃業した日から助成対象事業所の雇入れまでの間、個人事業は行っておりません。 

記 

 

⒈ 対象労働者氏名            〇〇 〇〇            

 

⒉ 廃 業 し た 日           令和〇〇年〇〇月〇〇日   

①～⑤は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-1(P１9)№7 / ４-2（P2１）№3 『個人事業を廃業していることの申立書』 (例) 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

申請事業所において、確定申告書を提出することができないため、下記のとおり申し立てま

す。 

 

記 

 

⒈  確定申告書を提出することができない理由 

 

       新設法人で、確定申告の時期が未到来のため                  

 

 

⒉  確定申告書の提出予定時期(上記⒈において確定申告書の作成義務がある場合に記載)  

 

       令和〇〇年〇〇月頃                                 

①～⑤は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-1(P１９)№１２ / ４-2（P2１）№4 『確定申告書を提出できないことの申立書』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 
令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

申請事業所において、下記のとおり、常時使用する労働者が１０人に満たないため、就業規

則を作成しておらず、就業規則の写しを添付しないことを申し立てます。 

なお、使用労働者数が確認できる資料、就業規則に代わる資料等の提出を福島県から求め

られた場合は協力します。 

記 

１ 使用労働者数  

  ６  人 

２ フルタイム労働者の１日の所定労働時間と休日 

 

〼 完全週休  ２ 日制 

 

   ８ 時間（ ８時 ３０分～ １７時 ３０分）  うち休憩時間（ ６０分） 

 

☐ 隔週週休    日制 

 

     時間（   時   分～   時   分） うち休憩時間（   分） 

 

     時間（   時   分～   時   分） うち休憩時間（   分） 

 

☐     単位の変形労働時間制 

     時間（   時   分～   時   分） うち休憩時間（   分） 

 

     時間（   時   分～   時   分） うち休憩時間（   分） 

 

     時間（   時   分～   時   分） うち休憩時間（   分） 

①～⑤は必須項目です 

３ 

１ 
２ 

４ 

５ 

 

 

 

４-1(P２０)№１８ / ４-2（P2１）№5 『就業規則を作成していないことの申立書』 (例) 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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委 任 状 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

私は、下記の者を代理人と定め、次の権限を委任する。 

記 

１ 代理人  

住 所 ：  △△市△△町△△番△△号 

名 称 ：  △△社会保険労務士事務所 

氏 名 ：  △△ △△ 

T E L ：  △△△－△△△－△△△△ 

F A X ：  △△△－△△△－△△△△ 

メールアドレス ：  △△△@△△△.△△.△△ 

 

２ 委任事項 

ふくしま産業復興雇用支援助成金にかかる一切の権限 

（ただし、助成金の代理受領を除く） 

①～⑤は必須項目です 

３ 

１ 
２ 

４ 

５ 

 

 

 

４-2（P2１）№6 『委任状』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

下記の事項及び内容について申し立てます。 

なお、下記内容について、福島県から照会等あった場合は協力します。 

記 

１ 書類送付先情報 

（１） 送付先情報 

〒  〇〇〇  －  〇〇〇〇    

    郡山市〇〇町〇〇番〇〇号                                

 

（2） 送付先名称 

     株式会社〇〇〇  △△事業所                             

 

 

【ご案内】指定のない限り、書類の送付先は様式第１号に記載の申請事業主となりますが、助

成対象事業所が相双地方振興局管轄に所在する場合は、助成対象事業所へ送付いたしま

す。また、書類発送時の宛名は「助成金御担当者様」とさせていただきます。 

①～⑤は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-2（P2１）№7 『送付先指定の申立書』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

 所 在 地  福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称  株式会社〇〇〇 

代表者職氏名  代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 甲の、個人事業の法人化による事業の継承に伴い、全ての債権債務は下記のとおり甲

より乙に引き継いでいることを申し立てます。 

 

記 

 １．継 承 元 

（甲）個人事業主  

所 在 地      福島市〇〇町〇〇番〇〇号       

代 表 者 名      〇〇 〇〇              

 

２．継 承 先 

（乙） 法 人 

所 在 地         福島市〇〇町〇〇番〇〇号          

名 称         株式会社〇〇〇                  

①～⑤は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-2（P２２）№8③ 『債権債務を引き継いでいることの申立書』 (例) 

（個人の債権・債務の引き継ぎを確認できる書類がない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

 所 在 地  福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称  株式会社〇〇〇 

代表者職氏名  代表取締役 〇〇 〇〇 

 

 甲が産業政策で購入した設備については、個人事業の法人化による事業の継承に伴い、

甲より乙に引き継ぎ使用しておりますが、設備の引き継ぎを確認できる書類を提出する

ことができないため、下記のとおり申し立てます。 

 

記  

 

１．継 承 内 容 

設 備      新型 POSレジ【型番：XX-XXXX】     

（甲）個人事業主  

所 在 地      福島市〇〇町〇〇番〇〇号        

代 表 者 名      〇〇 〇〇               

（乙） 法 人 

所 在 地         福島市〇〇町〇〇番〇〇号          

名 称         株式会社〇〇〇                  

 

２．設備の設置場所 

事 業 所 名      株式会社〇〇〇            

所 在 地      福島市〇〇町〇〇番〇〇号          

①～⑤は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

５ 

 

 

 

４-2（P２２）№8④ 『設備投資等を引き継いでいることの申立書』 (例) 

（設備投資等の引き継ぎを確認できる書類がない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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申 立 書 

令和〇〇年〇〇月〇〇日 

 

福島県知事  

内 堀 雅 雄  様 

 

所 在 地 福島市〇〇町〇〇番〇〇号 

名 称 株式会社〇〇〇 

代表者職氏名 代表取締役 〇〇 〇〇 

 

ふくしま産業復興雇用支援助成金の申請取下げについて 

本助成金の令和 8年度募集分について、下記労働者に係る申請を辞退いたします。 

記 

１ 取下げ対象労働者氏名 

・   〇〇 〇〇            

・   △△ △△            

・   □□ □□            

・                      

・                      

・                      

・                      

・                      

①～④は必須項目です 

１ 
２ 

３ 

４ 

 

 

 

 

４-2（P２２）№9 『取下げの申立書』 (例) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 場合により提出が必要となる書類の記載例 
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法令の遵守状況の点検・確認の一助として、下記のチェックシートを活用してください。労働関係法令に関

する詳しい内容については、福島労働局、もしくは各労働基準監督署にお問い合わせください。 

 

 

労働条件チェックシート 

（注：労基＝労働基準法、労基規則＝労働基準法施行規則、労安＝労働安全衛生法、最賃＝最低賃金法） 

※ チェックシートの提出は不要ですが、場合により提出を求めることがあります。 

項目 はい いいえ 

1 労働条件の明示 (雇用契約書､労働条件通知書 等) 

 (1)労働者に対し、労働基準法等で定める労働条件を書面で明示（交付）している。 

（以下、a、ｂ参照）【労基１５条、労基規則 5 条】 

 a 必ず明示しなければならない事項 

①労働契約期間、②有期雇用の場合の更新の有無・更新基準、③就業場所・業務内容、④始業

終業の時刻、所定時間外労働の有無、休憩・休日・休暇に関する事項、⑤賃金の決定・計算・支

払方法・締切及び支払の時期、昇給、⑥退職事項（解雇事由含む） 

  

ｂ 定めた場合に、明示しなければならない事項 

①退職手当に関する事項、②臨時に支払われる賃金、③賞与、④安全衛生 等 

  

2 就業規則 

 (1)常時１０人以上の労働者を使用している場合、就業規則を作成し、労働者代表の意見書を添

付して、労働基準監督署に届け出ている。【労基８９条】  

※ 常時使用する労働者が１０人未満であっても作成することが望ましい。 

  

3 変形労働時間制 

 (1)1 か月単位の変形労働時間制を導入している場合、就業規則等への定め又は労働基準監督

署への届け出を適正に行っている。【労基３２の 2】 

  

(2)1 年単位の変形労働時間制を導入している場合、労使協定及び労働基準監督署への届け出

を適正に行っている。【労基３２の 4】 

  

4 労働時間/時間外及び休日の労働 

 

 

(1)所定労働時間は、週４０時間、1 日 8 時間以内である。【労基３２条】 

※ 特例措置対象事業場（常時１０人未満の労働者を使用する商業、映画・演劇業、保健衛生

業、接客娯楽業）では、週４４時間以内。【労基規則２５条の 2】 

 

※ 1 か月の変形労働時間制の場合、1 か月の所定労働時間が法定上限 

（ ４０時間（※1）×1 か月の歴日数÷7 ）以下である。  

※1 特例措置対象事業場においては４４時間。 

  

(2)時間外労働・休日労働は、あらかじめ労働者代表と締結し労働基準監督署に届け出た労使協

定の範囲内で行わせている。【労基３６条】 

  

(3)1 日の労働時間が 6 時間を超える場合は４５分、8 時間を超える場合は 1 時間の休憩時間

を保障している。【労基３４条】 

  

(4)休日は、毎週 1 回又は 4 週を通じて 4 回以上確保している。【労基３５条】   

(5)すべての労働者に法定の年次有給休暇を与えている。【労基３９条】   

5 賃金 

 (1)賃金は通貨で、直接（口座振込も可）労働者に、毎月 1 回以上、定期に全額を支払っている。

【労基２４条、労基規則 7 の 2】 

  

(2)すべての労働時間について、（地域別・産業別ともに）最低賃金額以上の賃金を支払ってい

る。【最賃 4 条】 

  

(3)法定労働時間を超える時間外労働、休日労働及び深夜労働をさせたときは、それぞれ 

２５％、３５％、及び２５％以上の割増賃金を支払っている。【労基３７条】 

 

 

 

 

(4)労働者を会社の都合により休業（自宅待機等）させた場合、平均賃金の６０％以上の休業手

当を支払っている。【労基２６条】 

  

6 保険加入 

 (1)社会保険及び労働保険の加入手続きを適正に行っている。【雇用保険法等】   

7 その他 

 (1)就業規則・労使協定等を職場に備え付けるなどの方法により労働者に周知している。【労基 

１０６条、労安１０１条】 

  

(2)労働基準法、労働安全衛生法等、労働関係法令を遵守している。   

 

 

  

７ 労働関係法令の遵守 
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収第38号様式（その１）

決 課長 課員 担当者

裁

欄

令和〇〇年〇〇月〇〇日

福島県　　　　地方振興局長

請求者（窓口に来られた方）

福島市杉妻町2-16

０２４－〇〇〇－△△△△

下記の事項について証明を請求します。 （注）・押印は不要です。

記

納税義務者又は特別徴収義務者

使用目的（番号を１つ○で囲んでください。） 1

 １　入札参加資格審査申請  ４　自動車の抹消、名義変更、所有権解除、譲渡等

 ２　建設業許可（変更）申請  ５　県営住宅入居申請 2 　納税証明書交付申請書は、１つの使用目的ごとに作成してください。

 ３　金融機関提出  ６　補助金申請（補助金名：ふくしま産業復興雇用支援助成金） 3

 ７　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

証明事項（番号を○で囲み、必要事項を記入してください。） 4 　最近納付された場合は、領収証書（原本）をご提示ください。

 １　法人県民税 （事業年度： 年　　月　　日 から まで） 5

 ２　法人事業税等 （事業年度： 年　　月　　日 から まで）

 ３　個人事業税 年分） 6

 ４　不動産取得税 （年度： 年度）

 ６　県税に未納（課税）がないこと

 ７　その他（　　　      　      　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　

年　　月　　日 　必要となる証明事項、請求枚数については、納税証明書の提出先等
であらかじめご確認をお願いします。年　　月　　日

（所得年： 　郵送による申請、代理人による申請の場合は、納税義務者本人に申
請内容について確認させていただく場合があります。

　免許証　　　個人番号カード　　　健康保険資格確認書

　行政書士証票　　　社員証　　　名刺
申請者
確認欄

　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 ５　自動車税、自動車税種別割　（　　年度分　全部　一部　（登録番号　　　　　））

　証明手数料は、１税目１通ごとに４００円となりますので、申請
書の下欄に必要額分の福島県収入証紙又は決済レシートを貼ってくだ
さい。

　法人県民税・法人事業税等（特別法人事業税、地方法人特別税に
関する証明は法人事業税と合わせて「法人事業税等」と表記すること
となります。）の納税義務者は法人本社となります。

（請求者と異なる場合は、委任状が必要です。また、請求者と同じ場合、「請求者に同じ」を○で囲んでください。）

納 税 証 明 書 交 付 申 請 書

住（居）所

　氏名（名称）

　電 話 番 号

　　　・請求者が法人の場合は、代表者氏名まで記入してください。

枚住（居）所 (請求者に同じ) 請求枚数

氏名（名称） (請求者に同じ)

備考

証紙貼付欄 証紙貼付欄 証紙貼付欄 証紙貼付欄 証紙貼付欄 証紙貼付欄

決済レシート貼付欄

株式会社〇〇〇〇

代表取締役 〇〇 △△

１

〇〇

押印は不要です。

 

 

 福島県税に未納がないことの証明書（県税納税証明書）の取得については、下記「納税証明書交付申請書

（記載例）」を参考に交付申請してください。 

なお、本助成金の申請日より３か月以内に取得したものを提出してください。（コピー不可） 

※ 詳しくは、最寄りの各地方振興局県税部にお問い合わせください。 

  福島県税務課ホームページ「県税の窓口」 

  https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/01210a/kenpokukenzei.html 

 

県北地方振興局県税部 ： 福島市杉妻町２-16  024-521-2680 

県中地方振興局県税部 ： 郡山市南一丁目 94          024-935-1235 

県南地方振興局県税部 ： 白河市昭和町 269          0248-23-1512 

会津地方振興局県税部 ： 会津若松市追手町７-５        0242-29-5235 

南会津地方振興局県税部 ： 南会津町田島字根小屋甲 4277-１   0241-62-5212 

相双地方振興局県税部 ： 南相馬市原町区錦町１-30      0244-26-1123 

いわき地方振興局県税部 ： いわき市平字梅本 15        0246-24-6024 

 

 

【振興局へ提出する申請書の記載例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

８ 参考情報（県税納税証明書） 
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９-１ 支給申請前によくある質問（Ｑ＆Ａ） 

（１）助成対象事業所に関するもの 

№ Ｑ Ａ 

① 
一つの産業政策で複数の事業所に設備投資を実施した

場合、事業所毎に申請してもよいか。 

それぞれの事業所が助成対象事業所と対象労働者の要

件を満たし、所在地が異なる場合、事業所毎に申請できる

可能性があります。 

② 設備投資としてパソコンを購入した場合、認められるか。 
設備投資の内容に指定はないため、申請される書類にて

判断します。 

③ 
令和8年度の「産業政策 対象事業一覧」に記載がない事

業（補助金又は融資等）の場合、 対象となるか。 

「産業政策 対象事業一覧」に記載のないものは対象外と

なります。ただし、東日本大震災の復興に関する事業、か

つ設備投資が含まれる事業である場合、申請される書類

にて判断します。 

④ 過去に解雇や雇止めをしたことがあるが、申請できるか。 

申請することができます。ただし、解雇枠労働者の制度に

より、対象労働者の一部又は全員が支給の対象外となる

可能性があります。詳細は１２ページ（２）ウを参照してくだ

さい。 

 

（２）労働者に関するもの 

№ Ｑ Ａ 

① 
産業政策の実施と労働者の雇入れのタイミングに決まり

はあるか。 

産業政策は平成２３年 3 月１１日以降に実施したものが対

象であり、労働者の雇入れ日はその採択日以降、かつ令

和 7年１２月１３日～令和 8年１２月１１日の間の場合、対象

となります。 

② 代表者の親族は申請の対象となるか。 
代表者の親族であっても、対象労働者の要件を全て満た

している場合、対象となります。 

③ 

事業所で雇用している労働者が、1 週間の所定労働時間

２０時間の者 1 名のみだが、 その労働者を申請する場合

は、フルタイムと短時間どちらで申請すればよいか。 

1 週間の所定労働時間２０時間が助成対象事業所の中で

最も長い場合、フルタイム労働者として申請してください。

ただし、このフルタイム労働者(A さん)より長い所定労働

時間の労働者(B さん)を新たに雇入れた場合、A さんは

短時間労働者として再認定されます。 

④ 

平成２３年 3 月１１日当時学生で、被災地域（福島県）以外

に居住していた労働者を申請したい。扶養者の住民票を

取得しようとしたところ、平成２３年 3月１１日当時に居住し

ていたことの履歴が住民票で確認できない。他にどのよう

な書類を提出すればよいか。 

書類の指定はありません。扶養者ご本人が自治体に平成

２３年3月１１日時点で居住していたことが証明できる書類

を発行して欲しい旨をお伝えし、取得した書類を提出して

ください。 

 

  

９ よくある質問（Ｑ＆Ａ） 
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９-２ 支給申請後によくある質問（Ｑ＆Ａ） 

（１）支給決定に関するもの 

№ Ｑ Ａ 

① 支給決定はどのように通知されるのか。 

1次審査から 3次審査の結果、支給の対象となった場合、

支給決定通知書にてお知らせします。審査の都合上、申

請から支給決定（支給決定通知書の送付）まで時間を要

します。 

 

（２）対象労働者に関するもの 

№ Ｑ Ａ 

① 
対象労働者が離職してしまったが、助成金の支給はある

か。 

・対象労働者が支給決定日より前に離職した場合、対象

外となり助成金の支給はありません。 

・対象労働者が支給決定日以降に離職した場合、その離

職日まで支給します。また、離職理由が自己都合の場

合、離職した対象労働者の残りの支給対象期間を別の

労働者が引き継ぐ制度があります。 

※ 支給決定日は支給決定通知書にて確認してください。 

② 対象労働者が離職してしまったが、必要な書類はあるか。 

・支給決定通知書を受領していない場合、離職した旨を連

絡の上、取下げ書を提出してください。 

・支給決定通知書を受領している場合、第1回実績報告に

て必要書類を提出することとなります。詳細は「実績報告

の手引き」送付後、連絡します。 

 

（３）実績報告に関するもの 

№ Ｑ Ａ 

① 助成金はいつ支給されるのか。 
雇入れ日から 3年間に、3回から 4回に分けて実績報告

を行い、実績報告毎に支給します。 

② 実績報告はいつ提出すればよいか。 

現時点では未定です。実績報告のスケジュールが決定次

第、ふくしま産業復興雇用支援事業事務センターのホーム

ページに掲載されます。また、支給の対象となった事業所

には、実績報告の 1 か月前に「実績報告の手引き」を送付

し、書類作成について連絡します。 

 

 

 

９ よくある質問（Ｑ＆Ａ） 


